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マルクス主義経済学と近代経済学
—近代経済学の立場—
玉
? ? ?
I 
1. 1 この小論はマルクス主義経済学と近代経済学という二つの経済学の比
較・検討を目的とするが，副題の示す如く，マルクス主義経済学に対しての近
代経済学の立場を鮮明することが主たる目的となる。
こ>で，マルクス主義経済学というのはマルクス「資本論」を中核とする経
済学を意味するが，他方，近代経済学という言葉によっては，ワルラス1J及び
ヒックス2)によって代表せられる静学的一般均衡理論を出発点とする経済学を
意味する。ケインズ「一般理論」 3)の出現以来，ケインズ経済学が近代経済学
の代名詞として用いられることが暴々であるが，現代の一般均衡論者は，・ケイ
ンズ経済学の自律的展開としての変動理論をも含めて，ケインズ経済学を自己
の体系の中に包括し得ると考えているから4), 上のように定義することは妥当
であろう。
なんらかの意味で二つの経済学を比較・検討しようとする試みは古典的なボ
ェーム・バヴェルクの "KarlMarx and the Close of his System•5> 以来
0. ランゲe)• L.R. クイラン7) • ]. ロビンソンs), 我国では杉本e)•安井10)等
を経て， N.カルドア11) • .P.A. サムュエルソン12)等による現代の経済分析用
具を用いての「資本論」の経済学的再検討につらなるが，ボェーム・バヴェル・
グのそれは「資本論」第3巻の出版直後に提出されたものであるから，その間
70年の年月を経過している。言葉をかえて表現すれば，このことは二つの経済
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学の比較・検討という課題が，既に議論されつくした課題であって，改めて議
論する必要のない課題であるということであるかもしれない。けれども，古い
問題を新しい視角で再検討することは，矢張り，学問する者の義務であり13),
最近においても同じ問題についての論文が提出されているから14), この問題
に関する私自身のための整理をも兼ねて若干の展望を行うことにする。唯．私
自身のマルクス主義経済学に対する理解が未だ不充分であるから，こゞでの主
たる内容は近代経済学の立場の鮮明ということに終るであろう。
議論はつぎの順序で進められる。まづ， 「資本論」の経済学的骨子が要約さ
れーIl—，つぎに，この小論の立場からはそれぞれの時点において epoch­
makingであったと考えられる，ボェーム・バヴェルクと0.ランゲの主張の内
容，及び，主としてカルドアの分配論に依拠しての「資本論」の経済学的結論の再
検討がなされる—-m-—。最後に，近代経済学の方法的立場についての若干
の解説と共に，二つの経済学についての結論的覚え書がIVにおいて示される。
(1) ワルラス [29]
(2) ヒックス [4]
(3) ケインズ [10]
(4) 安井 [27] 6頁。尚，一般均御理論におけるケインズ経済学の位置については玉木
[25]第2章を見よ。
(5) ボェーム [1]
(6) ランゲ [13]
(7) クライン [11]
(8) ロピンソン [15]
(9) 杉本 [18][19] 
UOl 安井 [28]
Ul) カルドア[6 J 
U2) サムュエルソン [16]
U3l "……; since, for one thing, one field is often illuminated by advances which 
have been made in others, and for another, the events of contemporary history 
make it necessary to examine Possibilities, of which earlier writers may have 
been aware, but which they naturally regarded as not worthy of special atten-
tion,"ヒックス [3]序文。
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閥 末永 [17]。尚，ナムュエルソン： Economicsの邦訳本にもこの種の付録がつけ
られることが予告されている。
I 
2. 1 資本論学者の中においては多くの異論が存在するであろうが，近代経
済学者によるマルクス「資本論」の一般的理解はつぎの通りである1)。マルク
スは資本主義経済のメカニズムを分析し資本主義没落論を確立した。この没落
論は
労働価値説_資本家的蓄積の法則ー→資本主義没落論
の順序で構成されるが，そこでは再生産表式•平均利潤率等に関する諸章は補
充的綾述としての位置が与えられている 2)。
労働価値説は，通常， (1) 財と労働の価格は価値，すなわち，その社会的生
産に必要な社会的労働によって決定されると表現される価値法則を主張する
が，同時にそれは，価格の変動を通して， (2) 財と労働が社会的分業を行って
いる諸産業及び諸階級間に分配されることをも主張する8)。
ところで，ストックとしての労働力は，その支出であるフローとしての労働
を通して，価値以上の生産物を生産する。この生産物の価値をこえる部分が利
潤（余剰価値）であり，この利潤は資本家によって資本蓄積される。そうして，
資本家が利潤を追求して資本を蓄積する過程において，他方，貧困が蓄積され
る。貧困の蓄積は，更に，過剰労働力（産業予備軍）と過剰商品の蓄積とに細分
して考えることが出来るが，その事情はつぎの通りである。資本の蓄積は労働
カの需要をも増加させるが，資本家をして導入せしめる技術進歩の性質は資本
のより大きい部分を不変資本に投下させるであろうからぅ可変資本の相対的割
合は減少して労働力の需要増加の速度は人口増加の速度より小となる。そうし
て，この産業予備軍の成立は賃銀を労働力の価値ー一労働力の再生産費用の水
準に固定せしめるであろうから，資本の蓄積は労働者の側に貧困を蓄積する。
労働者の側での貧困の蓄積は蓄積された資本からの生産物の需要を減少させる
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であろうから，過剰商品が蓄積される。これが資本家的蓄積の法則であるが，
この事情が繰り返えされた恐慌という資本主義没落の経済的背景を醸成する。
他方，資本家と労働者という二つの階級分立の促進，特に，労働者の側におけ
る対立意識と結合という社会的・政治的要因が成立するが，これらの経済的要
因と社会的・政治的要因とを結びつけることによって資本主義体制の没落を結
論する。これが資本主義没落の理論である。
(1) 例えば，高田 [23]を見よ。
(2) このことはマルクス再生産表式の価値を認めないということではない。むしろ，マ
ルクス「資本論」の現代的評価としては先づ再生産表式を挙げることが出来よう。
(3) 
例えば，サムュエルソン [16]ほ再生産表式によってマルクスの経済学的結論を検討
している。
こ.1に述ぺた労働価値説は相対価格説明原理としてのそれであるが，本質解明のも
とに資本主義経済に対するヴィジョンの表明に価値論の意義を認めようとする考え方
もある。 けれども， 後にのぺるように(IV), そのような形而上学的観念は必要でな． 
い。それはマルクス主義経済学にのみ必要である。
][ 
3. 1 マルクス主義経済学の基礎である労働価値説に対しては，通常，つぎ
のような批判がなされている0。
(1) 複雑労働と単純労働を共通の単位に還元するためには循環論をまぬかれ
ない。
(2) 労働によって生産せられない財が価格を持つ。
(3) 労働によって生産せられる財であっても，その価格は労働価値に比例し
ない。
そうして，これらの批判は，根本的には，ボェーム・バヴェルクによって提
出されたものであるが，彼の批判の主たる内容は， 「資本論」第1巻で詳細に
展開せられた，労働価値説と，その現実への接近として第3巻で提出せられた，， 9
生産価格説との矛盾を指摘するという上記(3)の批判に関連するものであった。
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今，産業を生産財産業I• 労働者のための消費財産業I[・資本家のための消
費財産業皿に分類し，それぞれの産業における可変資本り不変資本・剰余価値
を約• ~i• S; (i= 1• 2• 3), 経済全体のそれらを V=工む・C=工C;.S=:ES; 
で表すことにすると，マルクスのいう生産価格Rは
s 
P1=功+c;+(V; 玲）・一ー一 ………………………(3.1.1) C+V 
で定義される。すなわち，労働価値説にしたがえば，利潤は資本の可変資本部
分からのみ発生するから，各産業間では剰余価値率が等しくなるように資本が
配分されるが，これに反して，現実の経済では各産業間では資本利潤率の均等
が成立し，したがって，財の価格は生産費用と平均的な利潤の和として決定せ
られる。これが (3.1.1)である。 そうして，生産費用にプラスされるべき利
潤の総額は，定義によって
s :E(む +c;)• -C--+V =S 
であるから，剰余価値の総額に等しく，したがって，本質的には，生産価格は
労働価値説と矛盾するものではない。
l労働日 町 C; c;+v; s; W; (c;+v;)・S/C+ V P; 
I 10 50 450 500 50 550 50 550 
Il 6 30 670 700 30 730 70 770 
頂 14 70 230 300 70 370 30 330 
計 30 150 1,350 1,500 150 1,650 150 1,650 
表(A) 賃銀率=5,剰余価値率=100%
I労働日 町 C; c;+v; S; w, (c;+v、), S/C+V P; 
I 10 60 450 510 40 550 40 550 
n 6 36 670 706 24 730 55 761 
m 14 84 230 314 56 370 25 339 
計 I30 180 1,350 1,530 120 1,650 120 1,650 
表(B) 賃銀率=6
以上が「資本論」における労動価値説と生産価格との関連であるが，ボェー
ム・バヴェルクの批判はつぎのように要約される。
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議論の出発点として，賃銀率=5・剰余価値率=100%である場合の I・II・
皿産業の生産物価値如と生産価格Rが表凶のようであるとしよう 2)。I・II
. Ill各産業における労働日と不変資本は，それぞれ， 10• 6• 14日と450・670・
230であると仮定せられる。可変資本約は労働日と賃銀率の積として計算され
る。助はそれぞれの産業の生産物価値であって， V;+C;+S;で与えられる。っ
ぎに，賃銀率が変化して 6になった場合を考えると， V; ・S;=W; 一(c叶む）と
平均利潤率の変化を通じて， piの大きさが変動する。このことが表(B)に与え
られている。この簡単な二つの表から，労働量は変化しなくても，賃銀率の変
動は生産価格を変動させることが判るから，財の価値はその財に体化された労
働の価値によって決定されるという価値法則と生産価格とは矛盾する。これが
ボェーム・パヴェルクの批判の大要である。
ところで，表(A),又は， (B)は価値構成式
w;=c;+v;+s; ・・・. ・・・・・................. (3.1. 2) 
(i=l. 2. 3) 
と価格決定式 (3.1.1)とに分解し得るが，今，第i産業における生産物 1単位
当りの価値s) • 1単位当りの生産財数量・ 1単位当りの労働量を，それぞれ，
~; ・a; ・l; とし，各産業に共通な実質賃銀率と剰余価値率を bとm とすると，
(3.1. 2)は行列形式で
['=: 二：ニ
-as -(l+m)bla 
と変形され4),更に，各産業共通の平均利潤率をrで表すと， (3.1.1)は (3.
: ][ :]-o ・・・・・(3.1. 2') 
1 .1')と変形することが出来る5)。
1 
l+r -a1 -bl1 
1 
-a2 ― l+r bl2 
-aa -bla ?
???
ー
P1 
P2 I =0・・・・・・・・・C3.1.1') 
Pa 
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一見して明らかなように， (3.1.1')の解として得られる価格の相対的比率
は (3.1.2')の解として得られる価値の相対的比率6)に等しくはならない。ニ
つの相対的比率が等しくなるのは (i)剰余価値率，したがって，平均利潤率
“ が0の時か，又は， (i)資本の有機的構成, こ>では，資本装備率ーーが各産l, 
業を通して等しいという二つの trivialcasesだけである7)。かくして，価格
理論としての労働価値説に対してはつぎのような結論を与えてもよいであろ
う。マルクスの方式にしたがって，剰余価値率均等の条件のもとに決定された
生産物の価値を平均利潤率均等の条件のもとで生産価格に転形することは可能
である 8)。けれども，価値の相対的比率と価格の相対的比率は，上記， (i)と
(ii)という trivialcasesを除いては一般に等しくはないから，価値法則と生
産価格とは矛盾する。現実の市場での交換が生産価格でなされているとすれ
ば，労働価値説は価格の説明原理とはなり得ないのである9)。そうして，この
ような労働価値説に対する批判がマルクス主義経済：学の全体系に対して持つ
意味は，特にボェーム・バヴェルクにあっては，次のようであった。 「………
…主観価値論者はマルクスの体系のような経済学の体系を評価しょうとする時
にほとんど何のためらいもしないであろう。彼はまづ価値論を検討するにちが
いない。…………。若しその価値論が交換比率の現象を説明するならば，彼は
その理論の検討を続けてもよいであろう。若しそうでないならば，理論の残り
の部分は必然的に間違っているにちがいないし，そしてそのようなことに時間
を浪費するのは馬鹿げたことである。」10) つまり，労働価値説を否定すること
はそのま>マルクスの全体系を否定することであった。
(1) 労働価値説一般の批判については，例えば，高田 [21]に詳しい。
(2) 表(A).(B)は， [1]における，ポェーム自身のものではなくて，ポェームに対するヒ
ルファーデイングの反論[5 J p.p 176~178. のものである。
(3) この価値が労働の価値であるかどうかは今は問題としない。尚，3.1の註(6)を見よ。
(4) この変形はつぎのようにしてなされる。
•第 i 産業の物量単位での生産物数量を X; で表すことにすると，価値のタームで表
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された町・ Cヽ ・町・ S;はそれぞれ， t;ふ ・_tia;ふ・ t2bl;X;・mt2bl; ふと置き換える
ことが出来， (3.1.2)は
t;X、=tia必+t2bl;ふ+m•t函X; (i=l. 2. 3) 
となる。この関係式を整理して行列形式で表したものが (3.1.2')である。
(5) この変形はつぎのようにして与えられる。
(4)と同様に，第 i産業の物量単位での生産物数量を X;で表すことにすると，貨幣
のクームで表された P;.V;. S; は，それぞれ， P;X;・P1a;X; ・P2bl; ふと置きかえる
ことが出来， (3.1. 1)は
P; ふ=(P1a必+P,bl必）(l+r) (i=l. 2. 3) 
となる。この関係式を整理して行列形式で表したものが (3.1. 1')である。
(6) 「財1単位の生産のため直接・間接に必要とされる労働量の総計」をその財の投入
労働価値と定義すれば，技衛構造不変という plausibleな仮定をおいて想定された連
立方程式を解くことによって得られる．この財の投入労働価値の比率一本文に即し
て，各産業の生産物の投入労働価値を Ti・T2・Tsとする一は， (3.1.2')より得
られる生産物の価値の比率に等しくなる。 （村上 [14]p.p 259~261を見よ。）
t; T・＝ h Ti (i=l.2) 
けれども，このことから労働価値説は論証せられない。そのためには価値は労働の価
値であるという循環論をまぬかれないから。
(7) この二つのケースは表凶と(B)の数字を適当に変化させることによって確かめること
が出来よう。
(8) 生産物の価値を価格に転形する問題は，スウイージーがポルトキェヴィッチの論文
"On the Correction of Marx's Foundamental Theoretical Construction in the Third 
Volume of Capital." 1900を再発見して以来， 「転形間題」 TransformationProblem 
と呼ばれて一つの流行的問題となった。けれども，この「転形問題」も労働価値説の
論証には使用出来ない。その理由は，矢張り，労働価値説を前提とする循環論をまぬ
かれないから。又， 3.1の註(9)を見よ。尚，「転形問題」に関する文献については玉野
井 [26]の諸論文，及び，同書 p.p57~58を参照せよ。
(9) 価格の FullCost Principleは一つの生産価格説である。けれども，そこで mark
upせられた利潤の総計が剰余価値の総計に等しくなるという保証はない。そうして，
本文の議論はこの二つが等しくなると仮定しても労働価値説と生産価格は矛盾すると
いうのである。
UOl スウイーツィ [20Jp. xm 
3. 2 0. ランゲは経済理論を均衡の理論と発展の理論に区別して， 発展の
理論に労働価値説は不必要であるから，マルクス主義経済学を発展の理論とし
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て再評価しようとした1)。その論旨はつぎの通りである。
649 
マルクス経済学の特徴は資本主義経済の制度的与件，すなわち，資本家と労
働者との明確な区別を正確に捕捉していることである。そうして，この資本家
と労働者との対立という社会学的要因は，均衡の形式的理論には影響を与えな
いが，技術進歩の発生を促して経済の発展を必然的ならしめる。その理由はこ
うである。財の市場価格が自然価格より高く利潤が存在する時には，その財の
供給が増加して二つの価格が一致する（価値法則）が，賃銀が労働力の自然価
格，すなわち，労働力の価値より高くても労働力の供給を増加させることは出
来ず，したがって，労働市場には価値法則は作用しない。賃銀が労働力の自然
価格より高いということは資本家の利潤が蚕食されるということであるから，
利潤獲得を目的とする資本家は賃銀を圧迫するために労働節約的な技術進歩を
求めるであろう。したがって，上記の社会学的要因を前提とすれば，利潤追求
という経済的動機が，均衡の経済学では不変と考えられていた与件の一つであ
る，生産技術を変動せしめ，経済の発展が必然となるというのであるが，この
理論構成の中には労働価値説の介入する余地はない。ランゲはつぎのように述
べている。「労働価値説がこの議論のために必要でないということは容易に理解
出来る。何となれば，労働価値説の基礎にある均衡へのメカニズムは労働市場
では作用しないのであるから，その労働市場への適用は純粋に形式的なものと
なるからである。賃銀が利潤をなくするのを防ぐものは技術の進歩である。」
2) 3) 4) 
(1) ランゲ[13] 尚， このような観点からのすぐれたマルクス解釈としてはハイマン
[2]第6章を挙げておく。
(2) ランゲ [13]p. 199. 
(3) 労働価値説を「資本蓄積の法則」からひき離そうとするランゲの意図を批判して，
杉本 [18]はこの二つを結びつけようとする試みを提出している ([18] p.p 183~ 
184)。けれども，労働価値説を認めない立湯からは，利潤追求→技縦進歩→経済発展
という，発展の経済内的説明の成立を確認するだけで充分である。
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(4) ランゲは，発展の理論における労働価値説を否定したが，発展が社会の他の諸要素
に諸種の影轡を与えるという意味の，唯物史観は否定していない。けれども，この問
題は経済学の主要問題ではない。ランゲ [13]p.p. 200~201. 
3. 3 労働価値説の検討を通して，ボェーム・バヴェルクはマルクス経済学
の全体系を否定しようとした。これに対して， 0. ランゲは資本主義経済に固
有の発展を説明するためには労働価値説は必要ではなく，したがって，マルク
ス主義経済学を発展の理論体系として評価し得ると主張した1)。けれども，マ
ルクスは資本主義経済は発展し没落することを主張した。その経済的背景は，
資本蓄積は貧困の蓄積を伴うということであったが，現代の経済学的用語を用
いれば，国民所得の長期的分配率が賃銀部分に不利に変化しそのことが有効需
要の傾向的不足を招来すること，と表現することが出来よう。
ところで，マルクスによって予言せられたこの分配率の長期的傾向は使用し
得る若干の統計的資料によれば“事実ではなかった”という意味において否定
年次 Iイギ 1アメ I年次 Iイギ 1アメリスリカ リスリカ 期間1被用者 1個人業主叫財産所得報酬所佃
1911 40.7% 彩 1927 43.0% 37. 0,96 1900-09 55.0% 23.6彩 21.4% 
1928 43.0 35.8 05ー 14 55.2 22.9 21. 8 
1919 34.9 1929 42.4 36.1 10ー 19 53.2 24.2 22.6 
1920 37.4 1930 41.1 35.0 15ー 24 57.2 21. 0 21. 8 
1921 35.0 1931 43. 7 34.9 20ー 29 60.5 17.6 22.0 
1922 37.0 1932 43.0 36.0 25ー 34 63.0 15.8 21.1 
1923 39.3 1933 42. 7 37.2 30ー 39 66.8 15.0 18.1 
1924 43.0 37.6 1934 42.0 35.2 29ー 38 66.6 15.5 17.8 
1925 40.8 37.1 1935 41. 8 34ー 43 65.1 16.5 18.4 
1926 42.0 36. 7 39ー 48 64.6 17.2 18.3 
第1表（上） 第2表（右） 44—53 65.6 116.4 18.1 
49-57 67.1 13. 9 18.9 
せられるのが普通である。たとえば，第1表はM.カレッキー2)による国民所
得に占める肉体労働賃銀の分配率を表す計測値であるが， この表にしたがえ
ば，賃銀の分配率はイギリスにおいてはほゞ42彩・アメリカにおいては37彩の
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水準で不変であると見倣される。又， I.B. クレィヴィスは， 別の計測値であ
る第 2表にもとづいてa),若干の操作をした後で，国民所得の長期的分配率は
賃銀の側に有利であると断定している。勿論，これらの資料には統計的操作に
つきものである若干の問題点も存するであろうが，分配率の長期的傾向に関す
るマルクスの予言は否定せられると考えてよいであろう。
分配率を不変と見倣すか，又は，賃銀の側に有利に変動すると見倣すかは議
論の余地のあるところであるが，不変であるという論者からはこの事実は「分
配率不変性の謎」4)・「際立った事実」5)と呼ばれて，その説明，又は，理解が
現代分配論の中心問題となっているが，そこではマルクスの貧困の蓄積に代る
つぎのような分配論が構成されている。
まづ，貨幣賃銀率と実質賃銀率とを区別すれば，実質賃銀率は貨幣賃銀率と
価格水準によって与えられるから，貨幣賃銀率の下落は必らずしも実質賃銀率
の下落を意味しない。そうして， typicalなケインジアン体系においては6),
実質賃銀率の水準と所得の分配は財市場での需要・供給が均衡するように決定
???
SI 
? ?
?
Fig. I 
y., 
z., 
せられる。 Fig. Iはこの短期的なプロセスを示すものであるが7)' まづ財市
場での均衡条件S=Iから均衡所得水準Y幻。が決定せられ，つぎに総供給関数s)
Zwから兄。に対応する所得分配率Pwo: N,。と雇用量N。が，最後に労働需要
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w 関数 Fから N.に対応する実質賃銀率(-—-)。 が決定せられる。p 
このような短期的分配理論を長期的分配理論に翻訳することは容易である。
今， 国民所得を賃銀と利潤の部分に二分し，賃銀と利潤からの限界貯蓄性向
を，それぞれ， SwとSpとすると，財市場の機能は投資Iをして利潤の大きさ
を決定せしめる9)。この関係は
1 
P=―・I 
Sp 
で与えられるが， (3.3.1)はまた
P 1 I 
ァ＝す・-y―
とも表し得るから，分配率は投資率 1/Yによって決定されるのである。した
がって，投資率がある大きさで与えられゞば所得の分配率も所与となることが
判る。そうして， I K AK ・三=・--y y K であるかか資本蓄積率と資本係数が一定
であるとすれば10), 分配率もある割合で維持されるであろう。以上のような
・・: ・・ (3. 3. 1) 
・・・・・・・・・(3. 3. 2) 
推論から，長期的分配の様態は Fig.TIのようであったことが理解される11)。
Y 
Wz. 
'ro 
W。
t, 
Fig. 直
?
縦軸に国民所得・横軸に期間 tをとった Fign. において， y。Y2・Wo飢：線
は，それぞれ，期間の経過につれて変動していく国民所得と賃銀の水準を描
く。そうして，生産力の低い段階(o<t<t1)にあっては，労働者の再生産費用
を控除した利潤部分が (3.3.2)で与えられるより小さく，したがって，生産力
の上昇は利潤の分け前を増加させ得るが12), 生産力がある程度上昇した段階
(t1<t)においては，価格水準の機能を通して，分配率が (3.3.2)で与えら
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れる大きさで維持されるように実質賃銀も上昇していくというのである13)。
以上はマルクスの貧困の蓄積に代る長期的分配理論の素描であるが，こ>で
強調すべきことは，マルクスが間違った予言をしそれに代る新しい説明が存在
するということだけではなくて，ランゲによってマルクス主義経済学固有の領
域と断定された資本蓄積の問題を近代経済学が自己の領域の中に取り入れつ>
あるということである。ハロッド・ドーマーを始祖とするケインジアンの循環
・成長理論や，現代変動理論の中で大きい流れを形成しつ>ある，新古典学派
の成長理論を一瞥する時，このことはより明らかになるであろう 14)
(1) 念の為に附言しておくならば，ランゲ自身は，マルクスの再評価を目的としたので
はなくて，マルクスの体系から労働価値説を切り離すことを目的としていた。
(2) カレッキー [9]
(3)・ク Vイヴィス [12]
(4) ロピンソン [15]p. 81 
(5) カルドア [8]p. 178 
(6) こゞに typicalなケインジアン体系というのは国民所得の決定権を財市湯にのみ与
えようとする体系のことである。
(7) 所得分析的一般均衡体系にしたがえば，経済には財・労働・貨幣・証券の四市湯が
存在するが， ワルラスの法則によって， この中の一市湯は無視することが出来る。
Fig. Iは証券市湯を無視した一般均衝体系を graphicalに示したものであるが，財
と貨幣市場は第1象限に，労慟市場は第3象限に示されている。ケインズ体系におい
ては労働の供給関数は無視し得る。第4象限は総供給関数と所得分配の関係を示す。
(8) 総供給関数の描き方については
玉木 [25]第1章を見よ。そこで
は総供給関数と 45° 線とで所得分
配が与えられることが示される。
(9) これはケインズによって， 「貨
幣論」の中で， widow'scruseと
呼ばれた現象である。詳しくは玉
木[25]第6章を見よ。尚， (3.3.1)
を用いて，所得の分配がつぎのよ
うに説明せられる。左図におい
て， I,.と P,.は賃銀率単位での
投資と利潤を意味するが（その他
?
Yw 
ー ?
Zw 
?
(3.3.1) 
Iw 
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の記号はFig.Iに同じ），投資互が与えられたとすると (3.3.1)は利潤ア”を決定す
るであろう。つぎに総供給関数z. はこれだけの利潤が成立するような国民所得の水
準兄と分配率凡： Nを決定する（幾何学的にはP,からの45°線とz. 曲線との交
点において）。
ところで，以上の分配理論と Fig.Iのそれとの相異は， z. 線と組み合されるべき
もう一つの関係式が (3.3.1)であるか，又は， SI曲線であるかということだけであ
るが，この二つの関係式は，所得からの限界貯蓄性向 Sを％と Spに細分するかど
うかによって得られる，財市場均衡条件の異った表現にすぎないから，二つの分配理
論に本質的な差異はない。又，以下の (3.3. 2)の分配理論も，所得分配率の決定権
を財市湯に与えるという意味において，同じ性質のものである。
UOl これらの大きさがほゞ一定に維持されることは統計的に確かめ得る。
Ul このような図は最初カルドアによって描かれた。[6] p. 256 
U2l マルクスの描く経済像はこの段階に属すると解釈される。
U3l 勿論，このような経済のメカニズムに依存する分配論に対しては経済の発展に伴う
独占の成立が実質賃銀の上昇を抑圧するというマルクス主義経済学の側からの反論が
あるであるう。けれどもこの反論に対しては事実がそうならなかったというだけで十
分である。カルドア[7] p. 297. 
閥 これらの理論モデルの性格について，末永教授は「現実の資本主義経済の発展法則
を分析するためのものではなく，資本設備の完全利用や，労働の完全雇用を維持しう． 
るような均衡成長経路はどのようなものかを……まず探ろうとするものである……」
（傍点は原著者による。 [17Jp.17)と考えておられるが，現代変動理論に大きい地位.. 
を占めるカルドア自身はいくつかの現実の経済現象の中の際立った事実を挙げて経済.............. 
成長理論はそれらの事実を説明しなければならないと明言している。（カルドア[8]p.p 
178~179)。これは近代経済学者に共通の方法論である。この問題は1Vで議論される。
N 
4. 1 ワルラスにしたがえば，社会科学は社会的現象を「観測し，記述し，
説明する」科学であるといわれるが1), 「観測し，記述し，説明する」方法に
関してはいくつかの方法を区別することが出来る。
まづ，社会的現象は社会を構成する最小単位である人間によってひきおこさ
れるから，社会的現象AとBとの間に人間の動機aを介在せしめて， Aが人間
の動機aとなってBを生起せしめると考え，社会的現象間の因果の法則を人間
の動機にまで遡って説明しようとする方法は主観的方法，又は，微視的方法｀と
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呼ばれる。更に，自然科学における因果の法則が自然的現象間の必然的連関性
を外から観測し納得し得るにすぎないのに対して，社会的現象間の因果の法則
は人間を介在せしめて内から理解し得ることに特徴を持つからこの方法は理解
的方法とも呼ばれる。
つぎに，単なる個人の集合が社会ではなくて，社会は社会として存在するか
ら，社会的現象は，個人の追求によってゞはなくて，社会的現象そのものによ
ってのみ説明し得るという考え方は社会学主義的方法と呼ばれる。最後に，客
銀的数量（例えば，労働の価値）が客観的事象（例えば，価格）を定めると考
える客観主義的方法がある2)3)。
以上は社会科学一般についての分類であるが，以下，経済学についてのみ関
説するならば，客観主義的方法は体系の基礎である労働価値説の理論的欠陥の
故にその方法論的地位を放棄しなければならない。又，社会学主義的方法の経
済学の分野での存在理由としては「巨視的経済学の逆説」 Macro-economics
Paradoxの存在が挙げられるであろうが， この巨視的経済学の逆説は正しく
解釈されるならば微視的方法によって説明されると考えられるから4), 微視的
方法の方がより基本的である。
(1) ワルラス [29]第2章。
(2) これら諸方法の詳細については高田 [22]を参照せよ。
(3) 今， これらの諸方法に経済学の諸方法を対応させると， ワルラス [29]・.ヒックス
[4]は微視的・理解的方法に，ケインズ [10]は社会学主義的方法に，マルクス「資
本論」の体系は客観主義的方法に属すると言ってよいであろう。尚，社会学主義的方
法は，微視的・理解的方法に対して，巨視的方法とも呼ばれる。
(4) この点については玉木 [24]157頁を見よ。尚，そこで示された無限等比数列の和を
△玉・△l+s(l-s)△ l+s(l-s)2• △ l+・:.…+s(l-s)n-1・ △ l=△I 
と訂正しておく。
4. 2 ケインズ「一般理論」以後， 「価値論ぬきの経済学」という言葉が履
膜用いられるが，経済学が微視的・理解的方法にしたがって分析される限り，
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「価値論ぬきの経済学」は存在しない。けれども， 4. 1で明らかな如<, こ
こで必要とせられる価値論は労働の価値が価格を決定するというような意味で
の実体価値論ではない。このことはつぎのように説明される。
今，個人AとBが， それぞれ，財 aとbを持っており， AとBとの間
で交換が行われるとする。 A及びBの財bとaに対する需要曲線が，それぞ
れ， Fig.m [a]と Fig. JI [b]であるとしよう。
こ>でP、とPb!ま財aとbの価格であるが， Paは財 aー 単位を獲得するた
めに必要な財bの量，すなわち，
Pa=-Sb Da ... (4. 2.1) 
で表される0。(4.2.1)はPaDa=Sbとなるから， Bの財aに対する需要曲線
? ?
? ?
Fig. 直 [a] Fig. 直 [b]
がFig.IT[b]の時には，財aの価格がOCの時の財bの供給量が亡コOABCの
面積で表される。この面積はPaがODから 0へと減少するにつれて， 0から，
最初，大きくなり，ついで，小さくなり 0になるという変化を示す。このことを
Pa↓ → Sb↑ and then Sb↓ ……(4.2.2) 
と記号化しておこう。つぎに， (4.2.1)の右辺の逆数は Pbを意味するから，
1 
Pb= -—であり，したがって， Pa の下落は Ph の上昇を意味する。そこで，Pa 
Pa=ODの時のP澤 OD'とすると (4.2.1)は，縦軸上の点D'を通って，
Pb↑→Sバ andthen Sb↓ 
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という性質を持つ曲線として Fig.m [a]上に描かれる cs.)。これは個人 B
の財bの供給曲線である 2)。このn.曲線とふ曲線とから価格Pbが決定され
る。さて，こゞで微視的・理解的方法は需要曲線と供給曲線がどうして，それ
ぞれ， 以と Sbになるかを人間の動機にまで遡って理解しようとするのであ
るが， ふは D、から導出されるから，需要の説明，幾何学的な表現を使用す
れば， 需要曲線の形の説明がより基本的である。 この需要の説明は効用価値
論3)によってなされる。近代経済学に価値論が必要というのはこのような意味
においてゞある。
(1) SとDは，それぞれ，供給と需要を，添字は財の種類を意味する。
(2) 以上に要約された，需要曲線からの供給曲線の導出についてはワルラス [29]第6
章を参照せよ。
(3) 効用価値論という言葉は，こ .1では，その自律的展開としての選択の理論・選好仮
説の理論等を含めて解されねばならない。これらの需要理論の解釈に関して杉本[18]
・[19]と安井 [28]の間に議論の応酬があったが，その答はヒックス [4]第1章に
明らかである。
4. 3 最後に，以上の論述から得られる「マルクス主義経済学と近代経済
学」に関する結論的覚え書を記しておこう。
過去における近代経済学からのマルクス主義経済学に対する態度としては，
ボェーム・バヴェルクのそれとランゲのそれを区別することが出来る1)。前者
はマルクス主義経済学体系の基礎である労働価値説を否定することによって体
系の全体を否定しようとし・たが，後者は，マルクス主義経済学の体系を均衡の理
論と発展の理論に区別すれば発展の理論に労働価値説は不要であるから，マル
クスの体系を発展の理論として評価し得ると主張した。たしかに，この時点に
おける近代経済学は，シュムペークーの例外的存在は別として，発展の理論を
持っていなかったから，近代経済学を「本質上一定の条件の下における経済の
システムの workingの理論」と呼び，マルクス主義経済学を「資本主義社会
の経済的運動法則の理論」と区別して並存させる2)ことに意味のあったことは
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認めなければならない。けれども，ランゲの区別以来30年を経過し，近代経済
学のもっとも興味ある議論が経済成長論の周辺に集中している現代において
は，ランゲがマルクス主義経済学固有の領域と判断した発展の理論も，すくな
くともその経済学に属する部分は，すでに近代経済学の体系の中に消化させら
れつ>あるからa>,二つの経済学を並存させる根拠はなくなっている。そうし
て，価値論とは切り離されたという意味での巨視的分析に関する限り，一つの
分析モデルがいづれか一方の経済学にのみ属しなければならないという積極的
理由も存在しないから4), 二つの経済学の比較検討という問題は，もう一度近
代経済学が古典派の経済学から独立した時点にまで逆行して，客観主義的方法
に固執するか微視的・理解的方法に転向するかというもっとも基礎的なところ
で判定されるべきであろう 5)。
(1) 1930年代のランゲを近代経済学者と呼ぶのは不適当ではないであろう。
(2) 二つの経済学の機能分析と構造分析とへの区別はこ lの説明に対応する。
(3) 「資本論」の貢献の中で，たとえば，経済社会学に属する部分について明言するに
は別に人があるであろう。
(4) たとえば，サムュエルソン [16]は近代経済学かマルクス主義経済学か？ 又，ロ
ピンソンの animal spirits• カルドアの企業家のエネルギー（これについては玉木
[25] p. p 131~2 and p. p 141~2を見よ）はランゲによって理解されたマルクスの
発展の理論と矛盾しない。
(5) 当然のことではあるが，私は古典としての「資本論」もその学説史的研究をも否定
するのではない。念の為付言しておく。
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